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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第114期

第２四半期
連結累計期間

第115期
第２四半期
連結累計期間

第114期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年９月30日

自平成28年４月１日
至平成28年９月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （千円） 5,937,267 5,312,315 11,237,733

経常利益 （千円） 418,082 234,335 624,374

親会社株主に帰属する四半期（当期）純

利益
（千円） 320,230 166,957 352,267

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 324,969 211,910 141,836

純資産額 （千円） 9,962,148 9,507,987 9,422,601

総資産額 （千円） 14,629,622 14,279,609 14,224,403

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 8.60 4.62 9.56

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 68.1 66.6 66.2

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 503,027 432,868 1,292,181

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △148,914 △109,285 △432,917

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △222,310 △125,640 △580,396

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 3,395,223 3,695,259 3,526,910

 

回次
第114期

第２四半期
連結会計期間

第115期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 4.11 2.49

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策、日銀の金融政策の効果が下支えするなか

で、緩やかな回復基調で推移してまいりました。しかしながら、資源価格の下落、中国を始めとする新興国の景気

の減速、米国経済の動向、英国のＥＵ離脱の影響、円高の進行等により先行き不透明となっております。

電線業界における銅電線出荷量は、自動車部門は堅調に推移しましたが、建設・電販、電気機械、通信、電力部

門は低調に推移したこともあり、全体では前年同期を下回る状況で推移してまいりました。

そのような状況のもと、当社グループは、安定的な収益力の確保に向けて、新規分野、新規顧客へのアプロー

チ、新商品の市場投入、海外販売の加速、コスト削減等を進めてまいりました。

売上高につきましては、電線・ケーブルセグメント、電極線セグメントは減少しました。この結果、前年同期に

比べ624百万円減の5,312百万円となりました。

営業利益につきましては、主に売上高の減少などにより前年同期396百万円に対し291百万円の利益となりまし

た。経常利益は為替差損67百万円などにより前年同期418百万円に対し234百万円の利益となりました。親会社株主

に帰属する四半期純利益は前年同期320百万円に対し166百万円の利益となりました。

 

セグメントの業績につきましては、以下のとおりであります。

 

①電線・ケーブル

売上高につきましては、ワイヤーハーネスやフレキシブル基板は前年同期と比べ横ばいで推移しましたが、機器

用電線は工作機械などの市場が低調に推移したこともあり前年同期に比べ減少しました。また、通信用ケーブルや

光ケーブルが需要減により減少し、電線・ケーブルセグメントにおいては、前年同期に比べ443百万円減の4,182百

万円となりました。

営業利益につきましては、銅価格が下落したことにより仕入価格は下がりましたが、売上高の減少や新商品対応

のための設備投資の増加により償却費が増えたこともあり前年同期311百万円に対し180百万円の利益となりまし

た。

②電極線

売上高につきましては、採算性の低い海外向け商品の販売戦略の見直しや銅・亜鉛価格の下落、円高の影響もあ

り前年同期に比べ177百万円減の943百万円となりました。

営業利益につきましては、円高により販売価格が下がりましたが、販売戦略の見直しによる利益改善の効果、コ

スト削減の効果、また、銅・亜鉛価格の下落により仕入価格が低下したこともあり前年同期18百万円に対し24百万

円の利益となりました。

③不動産賃貸

売上高につきましては、186百万円となりました。

営業利益につきましては、修繕費が減少したことなどにより前年同期66百万円に対し86百万円の利益となりまし

た。
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間におけるキュッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

営業活動によるキャッシュ・フローは432百万円の収入（前年同期は503百万円の収入）となりました。これは、

法人税等の支払いによる支出はありましたが、税金等調整前四半期純利益や減価償却費等の増加要因が上回ったた

めであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは109百万円の支出（前年同期は148百万円の支出）となりました。これは、

有価証券の減少等による収入はありましたが、有形固定資産の取得による支出が上回ったためであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは125百万円の支出（前年同期は222百万円の支出）となりました。これは主

に、配当金の支払いによるものであります。

その結果、現金及び現金同等物は当第２四半期連結累計期間に168百万円増加し3,695百万円となりました。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は135百万円であり、研究開発活動の状況に重要

な変更はありません。

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と

見通しについて重要な変更はありません。

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループは、営業活動にともなう運転資金及び設備投資資金などの資金需要について、内部資金を充当する

とともに必要に応じ借り入れなどの外部資金の調達をおこなっております。

当第２四半期連結会計期間末における借入金残高は、190百万円となりました。

(7）経営者の問題認識と今後の方針について

(3）[事業上及び財務上の対処すべき課題]及び(5）[経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と

見通し]に記載のとおりであります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 38,990,870 38,990,870
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

1,000株

計 38,990,870 38,990,870 ─ ─

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残高
（千円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
─ 38,990 ─ 4,304,793 ─ 3,101,531
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（６）【大株主の状況】

  平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

沖電気工業株式会社 東京都港区虎ノ門一丁目７番12号 13,075 33.53

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 2,087 5.35

沖電線取引先持株会 川崎市中原区下小田中二丁目12番８号 1,551 3.97

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 575 1.47

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 514 1.31

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 500 1.28

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 366 0.93

沖電線従業員持株会 川崎市中原区下小田中二丁目12番８号 315 0.80

沖ウィンテック株式会社 東京都品川区北品川一丁目19番４号 266 0.68

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口１）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 261 0.66

計 － 19,511 50.04

（注）１．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口１）の所有株式数は、総て信託業務に係る株式

であります。

２．上記のほか、当社が保有している自己株式が2,879千株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  ─ ─ ─

議決権制限株式（自己株式等）  ─ ─ ─

議決権制限株式（その他）  ─ ─ ─

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,879,000 ─ ─

完全議決権株式（その他） 普通株式 35,935,000 35,934 ─

単元未満株式 普通株式 176,870 ─ ─

発行済株式総数  38,990,870 ─ ─

総株主の議決権  ─ 35,934 ─

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式

1,000株が含まれております。

２．「議決権の数」の欄には、当社が実質的に所有していない当社名義の株式に係る議決権の数１個が含まれてお

りません。

３．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式769株が含まれております。

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

沖電線株式会社
川崎市中原区下小田

中二丁目12番８号
2,879,000 ─ 2,879,000 7.38

計 2,879,000 ─ 2,879,000 7.38

（注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権

の数１個）あります。

なお、当該株式数は、上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,176,938 3,245,264

受取手形及び売掛金 2,890,462 2,870,627

有価証券 1,000,935 1,000,336

商品及び製品 655,471 656,556

仕掛品 515,769 495,018

原材料及び貯蔵品 226,633 217,276

その他 235,622 257,843

貸倒引当金 △900 △849

流動資産合計 8,700,935 8,742,074

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,362,304 2,311,600

土地 1,458,193 1,458,193

その他（純額） 529,601 612,171

有形固定資産合計 4,350,100 4,381,966

無形固定資産 20,838 18,602

投資その他の資産   

その他 1,156,643 1,141,080

貸倒引当金 △4,113 △4,113

投資その他の資産合計 1,152,529 1,136,966

固定資産合計 5,523,468 5,537,534

資産合計 14,224,403 14,279,609
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,548,640 1,563,584

短期借入金 190,000 190,000

未払法人税等 180,486 117,388

その他 887,312 932,747

流動負債合計 2,806,439 2,803,719

固定負債   

退職給付に係る負債 1,704,203 1,675,257

その他 291,158 292,644

固定負債合計 1,995,362 1,967,902

負債合計 4,801,801 4,771,622

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,304,793 4,304,793

資本剰余金 3,101,531 3,101,531

利益剰余金 2,838,113 2,878,680

自己株式 △808,428 △808,562

株主資本合計 9,436,009 9,476,442

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 212,821 201,084

為替換算調整勘定 18,658 29,862

退職給付に係る調整累計額 △244,887 △199,402

その他の包括利益累計額合計 △13,408 31,544

純資産合計 9,422,601 9,507,987

負債純資産合計 14,224,403 14,279,609
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

売上高 5,937,267 5,312,315

売上原価 4,506,265 3,970,899

売上総利益 1,431,002 1,341,415

販売費及び一般管理費   

給料手当及び福利費 564,160 567,577

退職給付費用 35,775 41,985

貸倒引当金繰入額 36 －

その他 434,477 440,687

販売費及び一般管理費合計 1,034,450 1,050,250

営業利益 396,551 291,165

営業外収益   

受取利息 960 859

受取配当金 9,260 9,661

為替差益 8,282 －

貸倒引当金戻入額 － 50

その他 4,803 1,943

営業外収益合計 23,306 12,513

営業外費用   

支払利息 1,684 1,517

為替差損 － 67,544

その他 91 282

営業外費用合計 1,776 69,344

経常利益 418,082 234,335

特別損失   

固定資産処分損 188 181

特別損失合計 188 181

税金等調整前四半期純利益 417,894 234,153

法人税、住民税及び事業税 118,793 88,925

法人税等調整額 △21,129 △21,728

法人税等合計 97,663 67,196

四半期純利益 320,230 166,957

親会社株主に帰属する四半期純利益 320,230 166,957
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

四半期純利益 320,230 166,957

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △29,763 △11,736

為替換算調整勘定 903 11,204

退職給付に係る調整額 33,598 45,485

その他の包括利益合計 4,738 44,952

四半期包括利益 324,969 211,910

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 324,969 211,910
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 417,894 234,153

減価償却費 177,823 205,423

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 25,240 36,784

貸倒引当金の増減額（△は減少） 415 △50

売上債権の増減額（△は増加） 237,482 18,184

たな卸資産の増減額（△は増加） △116,396 27,403

仕入債務の増減額（△は減少） △177,238 13,764

その他 △30,258 51,113

小計 534,961 586,777

利息及び配当金の受取額 10,225 10,700

利息の支払額 △2,374 △2,200

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △39,785 △162,409

営業活動によるキャッシュ・フロー 503,027 432,868

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の純増減額（△は増加） － 100,622

有形固定資産の取得による支出 △150,102 △209,558

無形固定資産の取得による支出 △212 △486

その他 1,400 137

投資活動によるキャッシュ・フロー △148,914 △109,285

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の純増減額（△は増加） △505 △134

配当金の支払額 △221,804 △125,506

財務活動によるキャッシュ・フロー △222,310 △125,640

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,020 △29,593

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 132,823 168,349

現金及び現金同等物の期首残高 3,262,399 3,526,910

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,395,223 ※ 3,695,259
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この変更による当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

現金及び預金勘定 3,645,237千円 3,245,264千円

有価証券 399,985 1,000,336

計 4,045,223 4,245,600

３か月超の定期預金 △650,000 △250,000

償還期限３か月超の有価証券 － △300,341

現金及び現金同等物 3,395,223 3,695,259

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 223,551 6.00  平成27年３月31日  平成27年６月26日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月28日

取締役会
普通株式 55,885 1.50  平成27年９月30日  平成27年12月７日 利益剰余金
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日

定時株主総会
普通株式 126,391 3.50  平成28年３月31日  平成28年６月24日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月26日

取締役会
普通株式 72,222 2.00  平成28年９月30日  平成28年12月５日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 電線・ケーブル 電極線 不動産賃貸 合計

売上高     

外部顧客への売上高 4,625,488 1,121,046 190,732 5,937,267

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － －

計 4,625,488 1,121,046 190,732 5,937,267

セグメント利益 311,134 18,588 66,828 396,551

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 電線・ケーブル 電極線 不動産賃貸 合計

売上高     

外部顧客への売上高 4,182,042 943,279 186,993 5,312,315

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － －

計 4,182,042 943,279 186,993 5,312,315

セグメント利益 180,289 24,272 86,603 291,165

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間に「平成28年度税制改正に係る減価償却

方法の変更に関する実務上の取扱い」を適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築

物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この変更による当第２四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 8円60銭 4円62銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
320,230 166,957

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
320,230 166,957

普通株式の期中平均株式数（株） 37,257,356 36,111,410

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成28年10月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………72,222千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………２円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成28年12月５日

（注）　平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月11日

沖電線株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 木村　　修　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山川　幸康　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている沖電線株式会社

の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平成28

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、沖電線株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管

しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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